(別添様式１)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名:市町村連携強化事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
知事直轄　危機管理部門　防災課　防災担当　電話番号：058-272-1111（内2746）　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　E-mail：c11115@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：209千円（前年度予算額：209千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　東日本大震災の検証を行った岐阜県震災対策検証委員会の提言を踏まえ、大規模災害発生時に備えるため、あらかじめ県と市町村との間で災害対策に関する連携を強化するとともに、課題解決に向けた市町村職員研修などの支援を行う。
（１）圏域別市町村担当者会議
　　　　　　　地域防災計画の改正点についての意見交換
　　　　　　　　・「超」広域災害への対応

　　　　　　　　・行政の業務継続　等
防災体制や防災マニュアルの課題等についての情報交換を実施

（２）市町村職員研修の実施

　　　　気象情報など防災情報の収集について指導
（３）防災の日等における情報伝達訓練等の実施

毎月28日に市町村とのＦＡＸによる伝達訓練

	２　所要経費


圏域別市町村防災担当者会議開催経費　209千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　　６　社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる

　　　・地域では実施できない支援を推進する
	２　これまでの取組状況


（１）平成１７年度～平成２０年度
　　　県防災課職員による全市町村の訪問を通じて、防災体制等の意見交換、課題の抽出
　を行い、市町村による点検、関係機関を交えてのアドバイスを行うことで、市町村の防災力の強化を図った。
（２）平成２１～２３年度

　　市町村防災担当者の会議、研修会を開催するとともに、圏域別でも会議を開催することで、意志の疎通を図り、連携の強化を図った。
	３　これまでの取組に対する評価


　市町村の体制のうち、県として当面の重要課題と位置づけていた避難対策については、「避難勧告等の判断・伝達マニュアル」の策定を促進し、説明会の実施など市町村の策定支援を行い、平成２２年８月末までに全ての市町村で整備が完了した。　
　また、お年寄りなどの災害時に援護を必要とする方への支援計画である「災害時要援護者支援計画」については、圏域別会議の開催のほか、マニュアルを作成して配布するなどの支援を行い、平成２１年度末で２８市町村が策定を終えている。

　災害や事故は多様であり、いつ、どこで発生するかあらかじめ把握できないことから、対応は困難である。今後も県と市町村との連携強化を進め、迅速、的確な対応を行わなければならない。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	209
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	209

	要求額
	209
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	209

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


